
 
 

戸田市議会では、平成１５年２月に議会改革特別委員会を設置し、議会が担うべき機能の充

実に努めてきた。その成果として、戸田市議会議員信条や戸田市議員報酬等の特例に関する条

例の制定、一般質問における一問一答方式の導入、インターネットによる本会議ライブ中継・

録画配信、議長選挙に係る所信表明の実施、議会モニター制度の導入などがある。 

そして、平成２２年６月より、さらに時代にふさわしく、また、将来にわたって市民の信託

に十分に応え、市民福祉の向上と市政の発展に全力で取り組んでいくため、議会改革の集大成

として、最高規範である「戸田市議会基本条例」の制定に向け議論を重ね、平成２４年２月６

日に条例が全会一致で可決された。 

 

 

 

(1) 議会の役割を明らかにし、議会及び議員の活動原則等の議会に関する基本的事項を定め

ることにより、市民の信託に的確に応え、市民福祉の向上と公正で民主的な市政の発展に

寄与することを目的としています。 

(2) 市民と議会との関係については、本会議、委員会及び全員協議会を原則公開とし、市民

に対する説明責任を果たすため、議会広報活動の充実を図るとともに、市民の意見を議会

活動等に反映することができるよう議会モニター制度や議会パブリック・コメント制度な

どを活用することができることとしています。 

(3) 議会と市長等との関係については、二元代表制のもと、市長等と常に緊張ある関係を保

ち、事務執行の監視・評価や政策立案・政策提言を行い、市政の発展に取り組まなければ

ならないものとしています。また、一般質問や質疑において、必要に応じて、議員の発言

主旨に対する確認の機会を、市長等に付与することができることとしています。 

  

  



(4) 議員間における討議を通じて、議会の意思の集約を図り、合意形成に努めるとともに、

政策の立案から提案に至るまでの経緯や市民福祉の向上への有効性など５項目に着眼し

て政策議論を行うこととしています。 

(5) そのほか、議員の政治倫理、身分及び待遇、議会機能の充実強化などについて規定して

います。 

(6) この条例については、市民の意見、社会情勢の変化などを勘案し、必要があると認める

ときは検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずることとしています。 



 

 

  



 

（前文） 

二元代表制のもと、議会は合議制の意思決定機関として、市長は独任制の執行機関とし

て、それぞれの異なる特性を生かし、市民の意思を市政に的確に反映させるために競い合

い、協力しながら、戸田市としての最良の意思決定を導く共通の使命が課せられている。 

意思決定機関である議会は、「市民の意見を代表できる」という特性を生かしていくた

めに、議員同士が自由闊達な議論をたたかわせ、その中から論点や課題を明らかにすると

ともに、意見を集約していく必要がある。 

そして、市民と身近に接した市民の代表機関である議会は、市民本位の立場をもって、

より適切に政策を決定するとともに、その執行を監視し、さらには、政策立案及び政策提

言を積極的に行っていかなければならない。 

ここに、議会は、地方自治の本旨に基づいて、市民の信託に全力で応えていくことを決

意し、この条例を制定する。 

 

 

 
 

（目的） 

第１条 この条例は、二元代表制のもと、議会の役割を明らかにするとともに、議会及

び議員の活動原則等の議会に関する基本的事項を定めることにより、市民の信託に的

確に応え、もって市民福祉の向上と公正で民主的な市政の発展に寄与することを目的

とする。 

【 趣 旨 】 

本条は、議会・議員の活動原則等を定めたこの条例の最終的な目的が、市民福祉の向上と公

正・民主的な市政運営のためにあることを確認したものです。 

 

 

 

 

 

  

※二元代表制 … 議事機関を構成する議員と、執行機関である長をそれぞれ住民の直接選挙で選ぶ制度 



 
 

（議会の役割） 

第２条 議会は、市民の代表から構成される市の団体意思の決定機関である。 

２ 議会は、条例の制定、予算の議決及び決算の認定並びに行政活動を監視する権限を有

する市の議事機関である。 

３ 議会は、市政に関する重要な政策及び課題に対して、議員間における自由討議を通じ

て合意形成を図る政策立案及び政策提言機関である。 

【 趣 旨 】 

１．本条は、議会の果たすべき役割を確認したものです。 

２．市の団体意思の決定機能は議会が持っているものであり、また、日本国憲法第９３条第１

項に規定された議事機関を設けるとされた機関が議会であることを定めたものです。 

３．議会として積極的に政策を立案及び提言していこうという姿勢を明確にしたものです。 

（議会の活動原則） 

第３条 議会は、次に掲げる原則に基づき活動を行わなければならない。 

(1) 公正性、透明性及び信頼性を重視する議会運営を目指すこと。 

(2) 市民の多様な意見を把握し、反映させるための運営に努めること。 

(3) 議決責任を深く認識し、市民に対し積極的な情報公開に努め、説明責任を果た

すこと。 

(4) 市民主権のもと、市民の立場に立ち、市政の監視及び評価の強化に努めること。 

(5) 市民にとって分かりやすい議会運営に努めること。 

【 趣 旨 】 

議会は、地方自治法改正の動向や市民意識の変化に的確に対応し、権能を十分に発揮し、責

任を果たす使命を持つことは論を俟ちません。本条は、この使命を果たすために条例を貫く姿

勢・原則を定めたものです。 

（議員の活動原則） 

第４条 議員は、次に掲げる原則に基づき活動を行わなければならない。 

(1) 議会が言論の府であること及び合議制機関であることを十分認識し、議員間の自

由な討議を重んじること。 



(2) 市政の課題全般について、市民の意見を的確に把握するとともに、自己の能力を

高める不断の研さんによって、市民の代表としてふさわしい活動をすること。 

(3) 議会の構成員として、一部団体及び地域の代表にとらわれず、市民福祉の向上を

目指して活動をすること。 

【 趣 旨 】 

議会の使命である議員間の自由闊達な討議での論点、争点の発見、市民の意見把握など、市民

の代表としての議員の活動原則を規定しています。 

（議長の活動原則） 

第５条 議長は、議会を代表して中立公正な職務遂行に努め、民主的な議会運営を行わ

なければならない。 

２ 議長は、この条例に基づき、議会の機能及び権限の強化に向け、先導的な役割を果た

すよう努めるものとする。 

【 趣 旨 】 

本条は、議長の果たすべき役割を、議会運営にとどまることなく、議会機能の強化等にも及

ぶということを定めたものです。 

（会派） 

第６条 議員は、議会活動を行うため、会派を結成することができる。 

【 趣 旨 】 

本条は、地方自治法上、会派について定義した明文規定はありませんが、議会における位置

づけを明確にするために規定したものです。 

（委員会の活動） 

第７条 議会は、社会、経済情勢等により新たに生じる行政課題に適切かつ迅速に対応

するため、常任委員会、議会運営委員会及び特別委員会（以下「委員会」という。）の

適切な運営により機動力を高めるよう努めるものとする。 

２ 常任委員会は、年間活動テーマを設定し、閉会中においても所管事務調査を実施する

とともに、積極的に政策立案及び政策提言を行うよう努めるものとする。 

 



【 趣 旨 】 

本条は、委員会が付託された議案の審議にとどまるものではなく、自主性・自律性をもって

活動を進めることも重要な役割であると定めた規定です。 

（災害時の対応） 

第８条 議員は、別に定めるところにより、戸田市議会災害対策支援本部が設置された

ときは、災害復旧等に寄与するため、迅速かつ適切に行動するものとする。 

【 趣 旨 】 

地震や風水害等の事象により災害が発生した場合は、「戸田市議会における災害発生時の対

応要領」及び災害発生時の行動マニュアルに基づき、議員は迅速かつ適切に行動することとし

ます。 

 
 

（市民参加） 

第９条 議会は、本会議のほか、委員会及び全員協議会を原則公開とする。 

２ 議会は、委員会の運営に当たっては、公聴会制度及び参考人制度を十分に活用し、市

民の専門的又は政策的知見を議会の討議に反映させるものとする。 

３ 議会は、請願及び陳情の審議においては、必要に応じ、提案者の意見聴取を行う機会

を設けることができる。 

４ 議会は、市民との意見交換の場として議会懇談会等を設け、自らの政策能力を強化し、

政策立案及び政策提言の充実を図るものとする。 

【 趣 旨 】 

本条は、会議公開の原則、請願等の提案者の意見聴取のほか、学識経験者等による専門的事

項に係る調査が行えるとした地方自治法第１００条の２の規定に基づき、専門的な知見の活用

などにより、議会の討議に反映させようとするものです。 

（議会広報活動の充実） 

第１０条 議会は、多様な広報手段の活用により議会広報活動の充実に努めることで、

市民に対する説明責任を果たし、その信託に応えるものとする。 

２ 議会は、議会活動が広く市民の理解を得られるよう、議会広報委員会を設置する。 



【 趣 旨 】 

本条は、情報技術の発達の成果を生かし、多くの市民が議会や市政に関心をもつよう広報活

動に努めることを定めたものです。 

（議会モニター制度） 

第１１条 議会は、市民の意見を広く聴取し、議会活動、委員会活動及び議員活動に反

映させるため、議会モニター制度を設けることができる。 

【 趣 旨 】 

本条は、議会としての広聴活動として、単発・断片的ではなく、継続して議会活動を注視す

る市民の方々の意見を議会活動に生かそうとするものです。 

（議会パブリック・コメント制度） 

第１２条 議会は、基本的な政策の策定に当たっては、パブリック・コメントを行うこ

とができる。 

【 趣 旨 】 

本条は、議会として基本的政策を提案しようとするときには、複層的な意見を集約するため、

意見提案手続を行うことができる定めです。 

 

 
 

（議会と市長等との関係の基本原則） 

第１３条 議会は、市民の意思を代表する合議制の機関として、二元代表制のもと、常

に市長その他の執行機関（以下「市長等」という。）との相互のけん制と均衡により緊

張関係を保ち、事務執行の監視及び評価並びに政策立案及び政策提言を行い、市政の発

展に取り組まなければならない。 

２ 議会は、市の政策及び市長等の事務に係る調査を行うため、市長等に対し、資料の提

出、説明その他必要な協力を求めることができる。 

３ 議会は、自ら行う政策の形成及び決定に資するため、市長等に対し、資料の提出、意

見の提供、説明その他必要な協力を求めることができる。 

【 趣 旨 】 



本条は、議会と市長及び執行機関それぞれの役割の違いを認識し、議会及び議員と市長等と

の関係を健全に保持することを定めています。 

（質疑応答の方法） 

第１４条 議会は、論点又は争点を明確にするため、本会議における一般質問を一問一

答で行うものとする。 

２ 議長及び委員会の委員長は、論点又は争点を明確にする必要があると認めるときは、

市長等の職員に対し、議員の発言の主旨に対する確認の機会を付与することができる。 

【 趣 旨 】 

１．本条は、質問を一問一答方式とすることによって論議が深化するものとなるよう質疑方式

を定めるものです。 

２．２項は、従来、議員側からのみの質問に市長等が応える実態であったものに対し、市長等

にも確認の機会を与え、論点を明確にし、議論を深化させるものとして定めるものです。 

（予算及び決算における政策説明） 

第１５条 議会は、予算及び決算の審議に当たっては、論点情報を形成し、その政策水

準を高めるため、分かりやすい施策別又は事業別の説明を市長等に求めるものとする。 

【 趣 旨 】 

議員は、十分な準備をして審議に臨まなければなりませんが、そのために、市長等に対して

施策目標や成果等、付随する資料などの提出を求めることを定めるものです。 

（議案等の調査及び研究） 

第１６条 議会は、議案等の調査及び研究に当たっては、適切な判断に資するため、必

要があると認めたときは、学識経験者等による専門的事項に係る調査に関する制度並び

に公聴会制度及び参考人制度を積極的に活用するものとする。 

【 趣 旨 】 

平成１８年の地方自治法の改正により、必要な専門的事項に係る調査を学識経験者等にさせ

ることができる制度が設けられたところですが、これまでの広く市民の声を反映させるための

参考人・公聴会制度と併せ、これらの制度を積極的に活用して、議会審議あるいは委員会審査

の充実を図ることを規定したものです。 



（議決事件の拡大） 

第１７条 議会は、市民の信託に応える市政運営を実現し、市民福祉の向上と市の発展

のために最も適切な決定を行うことができるよう、議決事件の拡大について検討するも

のとする。 

【 趣 旨 】 

本条は、国と地方の関係が大きく見直される中、市の長期の基本的計画など、議会自らが議

決項目を新たに加えて決定することができるとされました。議会が議決機関として責任ある態

度で市の意思決定の領域拡大の姿勢を示すものです。 

 

 
 

（議員間討議） 

第１８条 議員は、多様な意見が反映されるよう議員間における討議に努めるものとす

る。 

２ 議員は、議員間における討議を通じて合意形成を図り、政策立案及び政策提言に努め

るものとする。 

【 趣 旨 】 

１．議会には、その意思決定過程において、複数の多様な意見を反映し、議会の本質をなす、

討議という長にはなし得ない機能があります。討議機能をもつ議会の役割が重要なのは、

議会には賛否両論の意見があるからであり、選択肢が一つでも、議会では、事案が多面

的に検討され、理解を深めることができるからです。 

２．議員が市民に代わって様々な意見を表明し、相互批判、反論、同調という過程を経て一つ

の意思に形成され、政策立案及び政策提言を行っていくことこそ議会の最も本質的な役

割です。この役割を果たすため、議員間における討議の充実に努める必要があります。 

（議会審議における着眼点） 

第１９条 議会は、議会審議を行うに当たっては、論点情報を形成し、その政策水準を

高めるため、次に掲げる事項に着眼し政策議論を行うものとする。 

(1) 政策の立案から提案に至るまでの経緯 

(2) 市民福祉の向上への有効性 

(3) 政策の実施にかかわる財源措置 



(4) 将来にわたる政策のコスト推計 

(5) 市民生活及び事業活動に密着した部門横断的かつ多角的な視野 

【 趣 旨 】 

本条は、議員が市長等に求めるのではなく、議員自らが上記の５つの着眼点を視野に入れつ

つ、より責任ある発言に努めていこうとすることを定めています。 

 
 

（政治倫理） 

第２０条 議員は、市政が市民の厳粛な信託によるものであることを認識し、その信託

に応えるため、政治倫理の向上及び確立に努めるとともに、戸田市議会議員信条を遵守

しなければならない。 

【 趣 旨 】 

本条は、議員の政治倫理について条例による定めではなく、より自律性の高い議員信条をそ

の拠りどころとすることを定めたものです。 

（議員定数） 

第２１条 議会は、議員定数を決めるに当たっては、議事機関として事案をあらゆる角

度から審議し、決定するために必要な定数の確保に努めるものとする。 

２ 議員定数を改正するに当たっては、行財政改革の視点及び他の地方公共団体との比較

だけではなく、市政の現状及び課題並びに将来の予測及び展望を十分に考慮し、決定す

るものとする。 

【 趣 旨 】 

本条は、議員の定数は自らが拠って立つ戸田市の将来に焦点を深く定め、自らが決定してい

こうとする姿勢を定めたものです。 

（議員報酬） 

第２２条 議会は、議員が日々研さんし、高い見識を養い、その使命及び責任を果たす

ために必要な議員報酬を定めるものとする。 

２ 議員報酬を改正するに当たっては、行財政改革の視点及び他の地方公共団体との比較



だけではなく、市政の現状及び課題並びに将来の予測及び展望を十分に考慮し、決定す

るものとする。 

【 趣 旨 】 

本条は、議員の定数の定めと同様に、自らが拠って立つ戸田市の将来に焦点を深く定め、自

らが決定していこうとする姿勢を定めたものです。 

（政務活動費） 

第２３条 会派及び議員は、政務活動費を有効に活用し、市政に関する調査研究を積極

的に行うものとする。 

２ 会派及び議員は、政務活動費を適正に執行し、市民に対して使途の説明責任を負うも

のとする。 

３ 議長は、政務活動費の収支報告書及び領収書等の証拠書類を公表することにより、政

務活動費の透明性の向上に努めるものとする。 

【 趣 旨 】 

本条は、政務活動費の本来の使途を厳格に守り、その使途については疑念をもたれることの

ないよう透明性を確保しようと定めるものです。 

（議会改革の推進） 

第２４条 議会は、その信頼性を高めるため、不断の改革に努めるものとする。 

２ 議会は、前項の改革に取り組むため、必要に応じて議員で構成する検討組織を設置す

るものとする。 

【 趣 旨 】 

本条は、改革に終わりはなく、不断に改革を進めることが重要であることを定めています。 

 

 
 

（議会事務局の体制整備） 

第２５条 議会は、議会及び議員の政策立案及び政策提言の支援体制を充実させるた

め、議会事務局の調査及び法制機能の強化を図るものとする。 



【 趣 旨 】 

１．議会の充実のため、議会事務局の体制が強固でなければならないことを定めています。 

 

（予算及び人員の確保） 

第２６条 議会は、二元代表制の趣旨を踏まえ、議事機関としての機能を確保するとと

もに、より円滑な議会運営を実現するため、必要な予算及び人員の確保に努めるものと

する。 

【 趣 旨 】 

本条は、議会事務局の人員を含む議会費について、予算編成の段階から積極的に関与してい

こうとすることを定めています。 

（議員研修の充実） 

第２７条 議会は、市政に対する監視及び評価の機能の充実並びに政策立案及び政策

提言の能力の向上のため、積極的に研修の充実に努めるものとする。 

【 趣 旨 】 

１．議員研修の態様は様々ですが、最終的には市民福祉の向上に資されるべきものです。 

２．研修は基本的に、議員自らが様々な調査、研究を深めることにより、幅広い知識の向上が

期待されるところですが、研修をより効果的に行うため、併せて議会全体での研修を規

定するものです。 

（交流及び連携の推進） 

第２８条 議会は、市政に対する監視、政策立案及び政策提言等、議会の権能を十分に

発揮するため、他の地方公共団体との交流及び連携を推進するものとする。 

【 趣 旨 】 

議会の機能を十分発揮するためには、先進事例などを参考とすべく、他の地方公共団体との

交流及び連携を進めることを定めています。 

（情報通信技術の積極的活用） 

第２９条 議会は、議会活動を円滑かつ効率的に行うため、情報通信技術の積極的な活

用を図るものとする。 



【 趣 旨 】 

本市議会は既にタブレット端末等を積極的に活用しており、より円滑かつ効率的な議会活動

を行うため、情報通信技術の積極的な活用を図ることとします。 

（議会事務局からの提案） 

第３０条 議会事務局は、議会及び議員の政策立案及び政策提言を支援するため、議会

に対し提案を行うことができる。 

【 趣 旨 】 

二元代表制の観点から、執行部とわたり合うため、議会と事務局が協働により一体となった

「チーム議会」となることが必要であります。ついては、議会事務局は、議会を補佐し、議会

の政策立案及び政策提言を支援するため、議会に対し提案を行うことができることを定めてい

ます。 

 
 

（最高規範性） 

第３１条 この条例は、議会における最高規範であって、議会は、この条例の趣旨に反

する議会の条例、規則等を制定してはならない。 

２ 議会は、議員にこの条例の理念を浸透させるため、一般選挙を経た任期開始後速やか

に、この条例の研修を行わなければならない。 

【 趣 旨 】 

本条例は、戸田市議会における最高規範であることを規定するとともに、議員へ本条例の理

念を再認識させるために研修を義務付けています。 

（見直し手続） 

第３２条 議会は、この条例の施行後、常に市民の意見、社会情勢の変化等を勘案して、

議会運営に係る不断の評価及び改善を行い、必要があると認めるときは、この条例の規

定について検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

２ 議会は、この条例を改正するに当たっては、議員全員が賛同する場合であっても、本

会議において、改正の理由及び背景を詳しく説明しなければならない 

【 趣 旨 】 



本条は、本条例に関する必要に応じた見直し及び所要の措置について規定するとともに、改

正に当たっては、市民への説明責任を果たすため、改正理由など詳細に説明しなければならな

いことを定めています。 

（その他） 

第３３条 この条例に定めるもののほか必要な事項は、議会が別に定める。 

【 趣 旨 】 

本条は、本条例で定めるもののほか必要な事項に関して、議会に関する他の条例や規則など

で定めることを規定しています。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２５年条例第３号） 

この条例は、平成２５年３月１日から施行する。 

  附 則（令和４年条例第 号） 

この条例は、令和４年２月７日から施行する。 

 

 


